
２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
義務的事業

評価外事業
介護保険運営事業

根拠法令

３　【年度目標】

介護保険事業の適正な運用管理を図る。

介護保険法

介護保険特別会計の業務を遂行す
るための人件費・事務費等

予
算
科
目

会計
介護保険特別

関連計画款 項

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

４　充実した介護を受けられる生活の確保
細目名

補助率

2９年度（目標）

【DO】事務事業の実施

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

⑤
成果
指標

介護保険事業の運営に必要な人件費・事務費を支出
する。

単位 23年度（実績）

人件費　88,851千円
事務費　　　990千円
　　報償費　 92千円
　　旅費　　　36千円
　　需用費　129千円
　　役務費　200千円
　　委託料　461千円
　　使用料　 72千円

１　【事務事業の全体概要及び背景】

④
対象
指標

1,000

28年度（計画）

0 0

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

0 87,930

27年度（計画）

活
動
指
標

26年度（実績）

24年度（実績） 25年度（実績）

87,930

単位

千円

千円

千円

千円

千円

24年度（実績） 25年度（実績）

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

記入日

―

一般管理費

990

00

28年度（目標）

新規・継続

目

共催者・関係団体

福祉部 高齢福祉課所属部課名

総務費 総務管理費

小施策

終了年度

H１２ 単年度繰り返し

実施手法 補助金の有無
一部委託 ― ―

―
市単独

負担金の有無

継続

４　【事業費の内容（決算額）】

高齢者福祉計画・介護保険事業計画

単位５　事務事業の目的と手段

目
的

介護保険事業の適正な運用管理を図る。

1,000

27年度（目標）

29年度（計画）

1,000 1,000

0

1,000

1,000

0

0

0

14,063

87,930 15,053

26年度（実績）

0 14,063

23年度（実績）

成
果
指
標

対
象
指
標

1,000

0 0

1,000 1,000990

1.875

施策

千円

千円

嘱託臨時

千円

指標区分

地方債

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

千円

千円

0

その他

千円

0

一般管理事業

事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
総
合
計
画

48
評価区分

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

２　高齢者福祉

人
件
費 他課の協力分

時間外

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

0

0

千円

国庫支出金

県支出金



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【CHECK】事務事業の一次評価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

必
要
性
評
価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

kei

26年度（実績） 27年度（計画）

465,077 511,585

28年度（計画）23年度（実績）

所属部課名49

居宅介護サービス給付事業 ―
義務的事業

手
段

④
対象
指標
⑤

成果
指標

介護サービス利用者に対し、介護サービ
ス給付費の支給を行う。

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

適正給付率

介護サービス費の適正な給付
⑥

活動
指標

施策
３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

小施策

介護サービス等諸費

款 目

1,400

0 1,864,0000

0

232,539

775,716

0 0

255,793

1,864,000

390,668

％

23年度（実績） 24年度（実績）

0

0

0

0

単位

0

【DO】事務事業の実施

予
算
科
目

会計
介護保険特別 保険給付費

補助金の有無
一部委託 ○

負担金の有無

細目名

実施手法

居宅介護サービス受給者数
介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

介護保険事業計画
介護保険法

関連計画項
根拠法令

１　【事務事業の全体概要及び背景】

目
的

平成27年3月31日
福祉部 高齢福祉課

―

記入日

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策

総
合
計
画

診療報酬支払基金
県国保連合会

継続

国・県補助
厚生労働省

茨城県

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

２　高齢者福祉
４　充実した介護を受けられる生活の確保

Ｈ１２ 単年度繰り返し

補
助
単
独
区
分

所管省庁評価区分

評価外事業

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

共催者・関係団体

終了年度
補助率

国：25.0％
県：12.5％

要介護認定者数
要介護認定者

３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

人

同上

・国保連からの請求に基づき、現物の介護給付費を負担金
として支払う。

負担金　1,864,000千円

―

単位

2,050,400

0

0

人

％

607,814

0

29年度（計画）

25年度（実績）

100

2,600

100

26年度（実績）

0

2,436,080

100

28年度（目標）27年度（目標） 2９年度（目標）

100

1,013,791

0

510,568

853,288

2,234,936

2,234,936 2,436,080

0

2,050,400

00

278,814

468,411

303,908

2,710

1,670

2,830 3,000

1,530

100

1,820

人

嘱託臨時

職員割合 千円

千円時間外

0 0

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

適正給付率

人
件
費

活
動
指
標

居宅介護サービス給付事業居宅介護サービス給付費

事業費及び指標の推移

429,735

930,083

24年度（実績） 25年度（実績）

557,627

千円

他課の協力分

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

千円

千円

千円

千円

千円

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

事
業
費

千円

要介護認定者数対
象
指
標
成
果
指
標

居宅介護サービス受給者数 人



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【PLAN】事務事業の計画

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

その他

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

総合評価

今後の方向性
評価理由

資源配分

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

④取組状況

①改革・改善案

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

必
要
性
評
価

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

フォローアップ　前年度の課題や問題点

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

効
率
性
評
価

必要性

有効性

効率性

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

人

成
果
指
標

対
象
指
標

千円

人

嘱託臨時

指標区分

％

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

活
動
指
標

単位事業費

千円

千円

千円

0

５　事務事業の目的と手段

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

介護サービス利用者に対し、介護サービ
ス給付費の支給を行う。

予
算
科
目

0

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上

千円

事業費計（ア）

千円

千円

千円

25年度（実績）24年度（実績）23年度（実績）

トータルコスト（ア）＋（イ）

単位

0

0

人
件
費

時間外

職員割合

他課の協力分

0

千円

千円

人件費計（イ）

千円

00 0

千円

1

2９年度（目標）28年度（目標）27年度（目標）

11

26年度（実績）

0 0

0 0 1

1

0 0

0

1 1

29年度（計画）24年度（実績）

0 0 0

1

３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

負担金の有無

介護保険事業計画
介護保険法

単年度繰り返し

関連計画

福祉部 高齢福祉課所属部課名

記入日

継続

―

実施計画・事務事業評価共通調書

事務事業名
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

特例居宅介護サービス給付事業

平成27年3月31日

診療報酬支払基金
県国保連合会

所管省庁

補助率
国：25.0％
県：12.5％

厚生労働省
茨城県

後期基本計
画重点視点

補
助
単
独
区
分

共催者・関係団体

23年度（実績） 25年度（実績） 28年度（計画）26年度（実績）

要介護認定者

0

1

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

事業費及び指標の推移

⑥
活動
指標

10

1

27年度（計画）

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

⑤
成果
指標

【DO】事務事業の実施

人④
対象
指標

事
業
費

人

1

％

介護サービス費の適正な給付

単位

一部委託 ―
補助金の有無

○
実施手法

負担金　1千円

―

義務的事業

事
業
期
間

開始年度

【PLAN】事務事業の計画

終了年度

評価区分

評価外事業

総
合
計
画

新規・継続
小政策
施策

政
策
体
系

政策

事務事業番号 50

２　高齢者福祉

介護サービス等諸費

細目名

・国保連からの請求に基づき、現物の介護給付費を負担金
として支払う。

同上 同上

款 項
４　充実した介護を受けられる生活の確保

特例居宅介護サービス給付事業

小施策
Ｈ１２

会計
介護保険特別

目
根拠法令

１　【事務事業の全体概要及び背景】

特例居宅介護サービス給付費保険給付費



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

資源配分

名称

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

その他



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

354,212281,121

2,600

0

677,400

26年度（実績）

100

28年度（目標）

平成27年3月31日

9

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号

重要事務事業
総合計画実施計画

51

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】
介護サービス利用者に対し、介護サービ
ス給付費の支給を行う。

手
段

評価区分

評価外事業

Ｈ１２

細目名 関連計画目 介護保険事業計画
介護保険法根拠法令

補助金の有無
一部委託

地域密着型介護サービス給付費

項
介護サービス等諸費

記入日

新規・継続
事
業
期
間

開始年度
２　高齢者福祉
４　充実した介護を受けられる生活の確保

○

事業費及び指標の推移

適正給付率
⑥

活動
指標

単年度繰り返し

―

単位

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

目
的

負担金の有無

事務事業性質
福祉部 高齢福祉課

―

診療報酬支払基金
県国保連合会

国：25.0％
県：12.5％

継続

厚生労働省
茨城県

共催者・関係団体

終了年度
補助率

所属部課名

補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

％

介護サービス費の適正な給付

千円

213,381

119,493106,69184,675

169,350

26年度（実績）

人

負担金　677,400千円

地域密着型介護サービス受給者数

・国保連からの請求に基づき、現物の介護給付費を負担金
として支払う。

⑤
成果
指標

５　事務事業の目的と手段

同上 同上

人
要介護認定者

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上

29年度（計画）

262,885238,987

23年度（実績） 25年度（実績） 27年度（計画） 28年度（計画）

131,443

220,824

396,718

200,749

436,390

0

0

250

1,051,542

100

640600 670

100

成
果
指
標

280

100

310

人対
象
指
標

人地域密着型介護サービス受給者数

24年度（実績）

0

100

23年度（実績） 25年度（実績）

0 677,400

00

国庫支出金

県支出金

142,254

0 0

955,947853,524

0

1,051,542

款
地域密着型介護サービス給付事業

0 0

事業費 単位

会計
介護保険特別 保険給付費

予
算
科
目

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

24年度（実績）

事
業
費

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

地域密着型介護サービス給付事業

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕総
合
計
画

―
実施手法

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

④
対象
指標

要介護認定者数

４　【事業費の内容（決算額）】

179,240

0

27年度（目標）

0

853,524

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

要介護認定者数

700

2,710

955,9470

2,830

2９年度（目標）

00

3,000

220

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

他課の協力分

職員割合

地方債

その他

千円

千円

適正給付率

千円

時間外

嘱託臨時

千円

％

財
源
内
訳

0

単位

千円

0 0

指標区分

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費

活
動
指
標



必
要
性
評
価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

名称

④取組状況

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

【CHECK】事務事業の一次評価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

総合評価

今後の方向性
評価理由

【PLAN】事務事業の計画

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

その他

資源配分

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

千円

千円

千円

地方債

成
果
指
標

活
動
指
標

指標区分

人
件
費

対
象
指
標

嘱託臨時

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

52

評価外事業

事務事業番号

総
合
計
画

【PLAN】事務事業の計画

４　充実した介護を受けられる生活の確保

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

重要事務事業
総合計画実施計画

事
業
期
間

開始年度

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

H27事業計画 H28事業計画

千円

要介護認定者

H29事業計画

負担金　1千円

単位

事業費及び指標の推移

目
的

事
業
費

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】

その他

予
算
科
目

会計
介護保険特別

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

小施策
２　高齢者福祉

時間外

同上

事業費

0

千円

千円

0

５　事務事業の目的と手段

手
段

26年度（実績）

実施手法

特例地域密着型介護サービス給付
事業

0

00

千円

千円

0

千円

単位

職員割合

千円 1

25年度（実績） 2９年度（目標）

00

0 1

26年度（実績） 27年度（目標） 28年度（目標）

0

0 0

1

11

0

1

0

1

23年度（実績） 24年度（実績）

24年度（実績） 25年度（実績）

0

1

0

1 11

1

0

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

①対象
(働きかける相手・もの）

⑤
成果
指標

【DO】事務事業の実施

29年度（計画）27年度（計画） 28年度（計画）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

23年度（実績）

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

介護サービス費の適正な給付

介護サービス利用者に対し、介護サービ
ス給付費の支給を行う。

保険給付費
関連計画款 項 目

・国保連からの請求に基づき、現物の介護給付費を負担金
として支払う。

○

同上

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―

負担金の有無

同上

Ｈ１２ 単年度繰り返し

記入日

―

継続

共催者・関係団体

平成27年3月31日
福祉部 高齢福祉課

―

所属部課名

厚生労働省
茨城県

補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

国：25.0％
県：12.5％

事務事業性質

診療報酬支払基金
県国保連合会

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

千円

0

0

一般財源

事業費計（ア）

他課の協力分

0

単位
④

対象
指標

⑥
活動
指標

介護保険事業計画
介護保険法

細目名
特例地域密着型介護サービス給付費介護サービス等諸費 特例地域密着型介護サービス給付事業 根拠法令



④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

名称

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

④取組状況

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

その他

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

①改革・改善案



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
義務的事業

評価外事業
施設介護サービス給付事業

根拠法令

３　【年度目標】

・国保連からの請求に基づき、現物の介護給付費を負担金
として支払う。

介護保険法

介護サービス利用者に対し、介護サービ
ス給付費の支給を行う。

予
算
科
目

会計
介護保険特別

関連計画款 項

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

４　充実した介護を受けられる生活の確保
細目名

補助率

2９年度（目標）

【DO】事務事業の実施

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

420,000

⑤
成果
指標

介護サービス費の適正な給付

535,248495,600

単位 23年度（実績）

施設介護サービス受給者数

負担金　2,100,000千円

％

１　【事務事業の全体概要及び背景】

人

④
対象
指標

1,028,370

28年度（計画）

適正給付率

要介護認定者

0 0

520,380

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

0

441,000

0

27年度（計画）

活
動
指
標

26年度（実績）

24年度（実績）

367,500

25年度（実績）単位

千円

千円

千円

千円

千円

24年度（実績） 25年度（実績）

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

記入日

―

施設介護サービス給付費

871,500

00

28年度（目標）

新規・継続

目

共催者・関係団体

福祉部 高齢福祉課所属部課名

国：20.0％
県：17.5％

保険給付費 介護サービス等諸費

小施策

終了年度

Ｈ１２ 単年度繰り返し

実施手法 補助金の有無
一部委託 ― ○

―
厚生労働省

茨城県

負担金の有無

継続

468,342

４　【事業費の内容（決算額）】

人

要介護認定者数

診療報酬支払基金
県国保連合会

介護保険事業計画

433,650 505,809

単位
人

５　事務事業の目的と手段

目
的

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

100

1,199,491

27年度（目標）

29年度（計画）

578,068

2,710

2,478,000

2,830

2,676,240

100

0

2,890,339

2,478,000

0

0

0

0

0 2,100,000

26年度（実績）

0 0

100

23年度（実績）

施設介護サービス受給者数

2,600

成
果
指
標

対
象
指
標

100

人 670 760

562,010 606,971

1,110,640

0 0

2,676,240 2,890,3392,100,000

100

3,000

840800

施策

千円

千円

嘱託臨時

千円

指標区分

％適正給付率

要介護認定者数

地方債

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

千円

千円

0

その他

千円

0

施設介護サービス給付事業

事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
総
合
計
画

53
評価区分

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

２　高齢者福祉

人
件
費 他課の協力分

時間外

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

0

0

千円

国庫支出金

県支出金



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【CHECK】事務事業の一次評価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

必
要
性
評
価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

特例施設介護サービス給付事業

千円

時間外

単位

千円

職員割合

千円

国庫支出金

地方債

その他

0

千円

千円

対
象
指
標

活
動
指
標

指標区分

0

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分

人
件
費

千円嘱託臨時

千円 0

0

26年度（実績）

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

総
合
計
画

0

目
的

１　【事務事業の全体概要及び背景】

・国保連からの請求に基づき、現物の介護給付費を負担金
として支払う。

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

1 1

28年度（目標）

成
果
指
標

事業費及び指標の推移

0

千円

1

事
業
費

財
源
内
訳

県支出金

0

1

0

27年度（目標）

0

○

介護サービス利用者に対し、介護サービ
ス給付費の支給を行う。

負担金の有無

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

負担金　1千円

25年度（実績）

実施手法

23年度（実績）

予
算
科
目

24年度（実績）

介護保険特別 特例施設介護サービス給付事業特例施設介護サービス給付費

0 0

0 0

1

0

23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

0

10

0

0

0

28年度（計画）

1

29年度（計画）

1

共催者・関係団体

終了年度

診療報酬支払基金
県国保連合会

開始年度

３　【年度目標】

介護保険事業計画

補助金の有無
一部委託 ―

介護保険法
関連計画
根拠法令

平成27年3月31日
福祉部 高齢福祉課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率
国：20.0％
県：17.5％

厚生労働省
茨城県

事務事業番号
記入日

54

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 所属部課名

後期基本計
画重点視点―

評価区分

評価外事業

新規・継続 継続
―

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

義務的事業

0

1 11

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

介護サービス費の適正な給付

単位

⑤
成果
指標

手
段

２　高齢者福祉

保険給付費

事
業
期
間４　充実した介護を受けられる生活の確保

款 項 細目名

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

要介護認定者

５　事務事業の目的と手段

Ｈ１２ 単年度繰り返し

会計 目
介護サービス等諸費

2９年度（目標）

26年度（実績）

1



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

効
率
性
評
価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

資源配分

名称

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
義務的事業

評価外事業
居宅介護福祉用具購入事業

根拠法令

３　【年度目標】

・介護給付費（償還払い）を負担金として支払う。

介護保険法

介護サービス利用者に対し、介護サービ
ス給付費の支給を行う。

予
算
科
目

会計
介護保険特別

関連計画款 項

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

４　充実した介護を受けられる生活の確保
細目名

補助率

2９年度（目標）

【DO】事務事業の実施

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

1,375

⑤
成果
指標

介護サービス費の適正な給付

1,6341,499

単位 23年度（実績）

福祉用具購入費受給件数

負担金　5,500千円

％

１　【事務事業の全体概要及び背景】

人

④
対象
指標

2,488

28年度（計画）

適正給付率

要介護認定者

0 0

1,258

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

0

1,154

0

27年度（計画）

活
動
指
標

26年度（実績）

24年度（実績）

688

25年度（実績）単位

千円

千円

千円

千円

千円

24年度（実績） 25年度（実績）

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

記入日

―

居宅介護福祉用具購入費

2,283

00

28年度（目標）

新規・継続

目

共催者・関係団体

福祉部 高齢福祉課所属部課名

国：25.0％
県：12.5％

保険給付費 介護サービス等諸費

小施策

終了年度

Ｈ１２ 単年度繰り返し

実施手法 補助金の有無
一部委託 ― ○

―
厚生労働省

茨城県

負担金の有無

継続

817

４　【事業費の内容（決算額）】

件

要介護認定者数

診療報酬支払基金
県国保連合会

介護保険事業計画

750 891

単位
人

５　事務事業の目的と手段

目
的

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

100

2,957

27年度（目標）

29年度（計画）

1,781

2,710

5,995

2,830

6,535

100

0

7,123

5,995

0

0

0

938

0 6,438

26年度（実績）

0 938

100

23年度（実績）

福祉用具購入費受給件数

2,600

成
果
指
標

対
象
指
標

100

件 120 130

1,371 1,494

2,712

0 0

6,535 7,1235,500

0.125

100

3,000

150140

施策

千円

千円

嘱託臨時

千円

指標区分

％適正給付率

要介護認定者数

地方債

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

千円

千円

0

その他

千円

0

居宅介護福祉用具購入事業

事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
総
合
計
画

55
評価区分

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

２　高齢者福祉

人
件
費 他課の協力分

時間外

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

0

0

千円

国庫支出金

県支出金



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【CHECK】事務事業の一次評価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

必
要
性
評
価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

居宅介護住宅改修事業

千円

時間外

単位

千円

職員割合

千円

国庫支出金

地方債

その他

0

千円

千円

対
象
指
標

活
動
指
標

人

件

指標区分

0

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分

人
件
費

千円嘱託臨時

千円 0

％適正給付率

住宅改修費受給件数

要介護認定者数

0

26年度（実績）

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

総
合
計
画

0

目
的

１　【事務事業の全体概要及び背景】

・介護給付費（償還払い）を負担金として支払う。

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

15,938 17,822

100 100

28年度（目標）

100

2,710 2,830

成
果
指
標

事業費及び指標の推移

6,785

00.125

千円

15,000

事
業
費

財
源
内
訳

県支出金

0

3,150

6,225

0

100

27年度（目標）

0

100

住宅改修費受給件数

○

介護サービス利用者に対し、介護サービ
ス給付費の支給を行う。

負担金の有無

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

負担金　15,000千円

25年度（実績）

件

実施手法

23年度（実績）

予
算
科
目

24年度（実績）

介護保険特別 居宅介護住宅改修事業居宅介護住宅改修費

0 0

0 0

2,600 3,000

90 110

3,434

0

23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

0

16,3500

100

938

0

0

2,428

4,8563,750 4,088

2,044

28年度（計画）

3,743

7,396

29年度（計画）

4,455

2,228

4,079

8,062

共催者・関係団体

終了年度

診療報酬支払基金
県国保連合会

開始年度

３　【年度目標】

介護保険事業計画

補助金の有無
一部委託 ―

介護保険法
関連計画
根拠法令

平成27年3月31日
福祉部 高齢福祉課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率
国：25.0％
県：12.5％

厚生労働省
茨城県

事務事業番号
記入日

56

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 所属部課名

後期基本計
画重点視点―

評価区分

評価外事業

新規・継続 継続
―

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

義務的事業

938

適正給付率

17,822 19,42516,350

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

介護サービス費の適正な給付

単位

⑤
成果
指標

要介護認定者数 人

手
段

％

２　高齢者福祉

保険給付費

事
業
期
間４　充実した介護を受けられる生活の確保

款 項 細目名

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

要介護認定者

５　事務事業の目的と手段

Ｈ１２ 単年度繰り返し

会計 目
介護サービス等諸費

2９年度（目標）

26年度（実績）

80

1,875

19,425



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

効
率
性
評
価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

資源配分

名称

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
義務的事業

評価外事業
居宅介護サービス計画給付事業

根拠法令

３　【年度目標】

・国保連からの請求に基づき、現物の介護給付費を負担金
として支払う。

介護保険法

介護サービス利用者に対し、介護サービ
ス給付費の支給を行う。

予
算
科
目

会計
介護保険特別

関連計画款 項

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

４　充実した介護を受けられる生活の確保
細目名

補助率

2９年度（目標）

【DO】事務事業の実施

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

57,500

⑤
成果
指標

介護サービス費の適正な給付

68,31662,675

単位 23年度（実績）

居宅介護サービス計画受給件数

負担金　230,000千円

％

１　【事務事業の全体概要及び背景】

人

④
対象
指標

104,041

28年度（計画）

適正給付率

要介護認定者

0 0

52,647

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

0

48,300

0

27年度（計画）

活
動
指
標

26年度（実績）

24年度（実績）

28,750

25年度（実績）単位

千円

千円

千円

千円

千円

24年度（実績） 25年度（実績）

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

記入日

―

居宅介護サービス計画給付費

95,450

00

28年度（目標）

新規・継続

目

共催者・関係団体

福祉部 高齢福祉課所属部課名

国：25.0％
県：12.5％

保険給付費 介護サービス等諸費

小施策

終了年度

Ｈ１２ 単年度繰り返し

実施手法 補助金の有無
一部委託 ― ○

―
厚生労働省

茨城県

負担金の有無

継続

34,158

４　【事業費の内容（決算額）】

件

要介護認定者数

診療報酬支払基金
県国保連合会

介護保険事業計画

31,338 37,232

単位
人

５　事務事業の目的と手段

目
的

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

100

123,611

27年度（目標）

29年度（計画）

74,464

2,710

250,700

2,830

273,263

100

0

297,857

250,700

0

0

0

0

0 230,000

26年度（実績）

0 0

100

23年度（実績）

居宅介護サービス計画受給件数

2,600

成
果
指
標

対
象
指
標

100

件 1,300 1,420

57,385 62,550

113,404

0 0

273,263 297,857230,000

100

3,000

1,6901,550

施策

千円

千円

嘱託臨時

千円

指標区分

％適正給付率

要介護認定者数

地方債

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

千円

千円

0

その他

千円

0

居宅介護サービス計画給付事業

事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
総
合
計
画

57
評価区分

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

２　高齢者福祉

人
件
費 他課の協力分

時間外

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

0

0

千円

国庫支出金

県支出金



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【CHECK】事務事業の一次評価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

必
要
性
評
価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

特例居宅介護サービス計画給付事
業

千円

時間外

単位

千円

職員割合

千円

国庫支出金

地方債

その他

0

千円

千円

対
象
指
標

活
動
指
標

指標区分

0

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分

人
件
費

千円嘱託臨時

千円 0

0

26年度（実績）

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

総
合
計
画

0

目
的

１　【事務事業の全体概要及び背景】

・国保連からの請求に基づき、現物の介護給付費を負担金
として支払う。

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

1 1

28年度（目標）

成
果
指
標

事業費及び指標の推移

0

千円

1

事
業
費

財
源
内
訳

県支出金

0

1

0

27年度（目標）

0

○

介護サービス利用者に対し、介護サービ
ス給付費の支給を行う。

負担金の有無

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

負担金　1千円

25年度（実績）

実施手法

23年度（実績）

予
算
科
目

24年度（実績）

介護保険特別 特例居宅介護サービス計画給付事業特例居宅介護サービス計画給付費

0 0

0 0

1

0

23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

0

10

0

0

0

28年度（計画）

1

29年度（計画）

1

共催者・関係団体

終了年度

診療報酬支払基金
県国保連合会

開始年度

３　【年度目標】

介護保険事業計画

補助金の有無
一部委託 ―

介護保険法
関連計画
根拠法令

平成27年3月31日
福祉部 高齢福祉課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率
国：25.0％
県：12.5％

国・県補助
厚生労働省

茨城県

事務事業番号
記入日

58

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 所属部課名

後期基本計
画重点視点―

評価区分

評価外事業

新規・継続 継続
―

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

義務的事業

0

1 11

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

介護サービス費の適正な給付

単位

⑤
成果
指標

手
段

２　高齢者福祉

保険給付費

事
業
期
間４　充実した介護を受けられる生活の確保

款 項 細目名

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

要介護認定者

５　事務事業の目的と手段

Ｈ１２ 単年度繰り返し

会計 目
介護サービス等諸費

2９年度（目標）

26年度（実績）

1



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

効
率
性
評
価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

資源配分

名称

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
義務的事業

評価外事業
介護予防サービス給付事業

根拠法令

３　【年度目標】

・国保連からの請求に基づき、現物の介護予防給付費を負
担金として支払う。

介護保険法

介護予防サービス利用者に対し、介護
予防サービス給付費の支給を行う。

予
算
科
目

会計
介護保険特別

関連計画款 項

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 予防通所介護・予防訪問介護の

総合支援事業への移行

４　充実した介護を受けられる生活の確保
細目名

補助率

2９年度（目標）

【DO】事務事業の実施

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

38,725

⑤
成果
指標

介護予防サービス費の適正な給付

41,08339,887

単位 23年度（実績）

介護予防サービス受給者数

負担金　154,900千円

％

１　【事務事業の全体概要及び背景】

人

④
対象
指標

66,211

28年度（計画）

適正給付率

要支援認定者

0 0

33,506

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

0

32,530

0

27年度（計画）

活
動
指
標

26年度（実績）

24年度（実績）

19,362

25年度（実績）単位

千円

千円

千円

千円

千円

24年度（実績） 25年度（実績）

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

記入日

―

介護予防サービス給付費

64,283

00

28年度（目標）

新規・継続

目

共催者・関係団体

福祉部 高齢福祉課所属部課名

国：25.0％
県：12.5％

保険給付費 介護予防サービス等諸費

小施策

終了年度

Ｈ１２ 単年度繰り返し

実施手法 補助金の有無

―
国・県補助

厚生労働省
茨城県

負担金の有無

継続

20,541

４　【事業費の内容（決算額）】

人

要支援認定者数

診療報酬支払基金
県国保連合会

介護保険事業計画

19,943 8,011

単位
人

５　事務事業の目的と手段

目
的

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

100

26,597

27年度（目標）

29年度（計画）

16,023

640

159,547

670

164,333

100

0

64,090

159,547

0

0

0

0

0 154,900

26年度（実績）

0 0

100

23年度（実績）

介護予防サービス受給者数

600

成
果
指
標

対
象
指
標

100

人 380 390

34,511 13,459

68,198

0 0

164,333 64,090154,900

100

700

260400

施策

千円

千円

嘱託臨時

千円

指標区分

％適正給付率

要支援認定者数

地方債

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

千円

千円

0

その他

千円

0

介護予防サービス給付事業

事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
総
合
計
画

59
評価区分

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

２　高齢者福祉

人
件
費 他課の協力分

時間外

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

0

0

千円

国庫支出金

県支出金



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【CHECK】事務事業の一次評価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

必
要
性
評
価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

特例介護予防サービス給付事業

千円

時間外

単位

千円

職員割合

千円

国庫支出金

地方債

その他

0

千円

千円

対
象
指
標

活
動
指
標

指標区分

0

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分

人
件
費

千円嘱託臨時

千円 0

0

26年度（実績）

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

総
合
計
画

0

目
的

１　【事務事業の全体概要及び背景】

・国保連からの請求に基づき、現物の介護予防給付費を負
担金として支払う。

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

1 1

28年度（目標）

成
果
指
標

事業費及び指標の推移

0

千円

1

事
業
費

財
源
内
訳

県支出金

0

1

0

27年度（目標）

0

介護予防サービス利用者に対し、介護
予防サービス給付費の支給を行う。

負担金の有無

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

負担金　1千円

25年度（実績）

実施手法

23年度（実績）

予
算
科
目

24年度（実績）

介護保険特別 特例介護予防サービス給付事業特例介護予防サービス給付費

0 0

0 0

1

0

23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

0

10

0

0

0

28年度（計画）

1

29年度（計画）

1

共催者・関係団体

終了年度

診療報酬支払基金
県国保連合会

開始年度

３　【年度目標】

介護保険事業計画

補助金の有無
介護保険法

関連計画
根拠法令

平成27年3月31日
福祉部 高齢福祉課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率
国：25.0％
県：12.5％

国・県補助
厚生労働省

茨城県

事務事業番号
記入日

60

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 所属部課名

後期基本計
画重点視点―

評価区分

評価外事業

新規・継続 継続
―

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

義務的事業

0

1 11

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

介護予防サービス費の適正な給付

単位

⑤
成果
指標

手
段

２　高齢者福祉

保険給付費

事
業
期
間４　充実した介護を受けられる生活の確保

款 項 細目名

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

要支援認定者

５　事務事業の目的と手段

Ｈ１２ 単年度繰り返し

会計 目
介護予防サービス等諸費

2９年度（目標）

26年度（実績）

1



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

効
率
性
評
価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

資源配分

名称

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
義務的事業

評価外事業
地域密着型介護予防サービス給付
事業

根拠法令

３　【年度目標】

・国保連からの請求に基づき、現物の介護予防給付費を負
担金として支払う。

介護保険法

介護予防サービス利用者に対し、介護
予防サービス給付費の支給を行う。

予
算
科
目

会計
介護保険特別

関連計画款 項

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

４　充実した介護を受けられる生活の確保
細目名

補助率

2９年度（目標）

【DO】事務事業の実施

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

3,250

⑤
成果
指標

介護予防サービス費の適正な給付

4,6803,900

単位 23年度（実績）

地域密着型介護予防サービス受給者数

負担金　13,000千円

％

１　【事務事業の全体概要及び背景】

人

④
対象
指標

6,474

28年度（計画）

適正給付率

要支援認定者

0 0

3,276

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

0

2,730

0

27年度（計画）

活
動
指
標

26年度（実績）

24年度（実績）

1,625

25年度（実績）単位

千円

千円

千円

千円

千円

24年度（実績） 25年度（実績）

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

記入日

―

地域密着型介護予防サービス給付費

5,395

00

28年度（目標）

新規・継続

目

共催者・関係団体

福祉部 高齢福祉課所属部課名

国：25.0％
県：12.5％

保険給付費 介護予防サービス等諸費

小施策

終了年度

Ｈ１２ 単年度繰り返し

実施手法 補助金の有無

―
国・県補助

厚生労働省
茨城県

負担金の有無

継続

2,340

４　【事業費の内容（決算額）】

人

要支援認定者数

診療報酬支払基金
県国保連合会

介護保険事業計画

1,950 2,808

単位
人

５　事務事業の目的と手段

目
的

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

100

9,323

27年度（目標）

29年度（計画）

5,616

640

15,600

670

18,720

100

0

22,464

15,600

0

0

0

0

0 13,000

26年度（実績）

0 0

100

23年度（実績）

地域密着型介護予防サービス受給者数

600

成
果
指
標

対
象
指
標

100

人 10 12

3,931 4,717

7,769

0 0

18,720 22,46413,000

100

700

1714

施策

千円

千円

嘱託臨時

千円

指標区分

％適正給付率

要支援認定者数

地方債

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

千円

千円

0

その他

千円

0

地域密着型介護予防サービス給付事業

事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
総
合
計
画

61
評価区分

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

２　高齢者福祉

人
件
費 他課の協力分

時間外

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

0

0

千円

国庫支出金

県支出金



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【CHECK】事務事業の一次評価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

必
要
性
評
価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

特例地域密着型介護予防サービス
給付事業

千円

時間外

単位

千円

職員割合

千円

国庫支出金

地方債

その他

0

千円

千円

対
象
指
標

活
動
指
標

指標区分

0

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分

人
件
費

千円嘱託臨時

千円 0

0

26年度（実績）

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

総
合
計
画

0

目
的

１　【事務事業の全体概要及び背景】

・国保連からの請求に基づき、現物の介護予防給付費を負
担金として支払う。

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

1 1

28年度（目標）

成
果
指
標

事業費及び指標の推移

0

千円

1

事
業
費

財
源
内
訳

県支出金

0

1

0

27年度（目標）

0

介護予防サービス利用者に対し、介護
予防サービス給付費の支給を行う。

負担金の有無

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

負担金　1千円

25年度（実績）

実施手法

23年度（実績）

予
算
科
目

24年度（実績）

介護保険特別 特例地域密着型介護予防サービス給付事業特例地域密着型介護予防サービス給付費

0 0

0 0

1

0

23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

0

10

0

0

0

28年度（計画）

1

29年度（計画）

1

共催者・関係団体

終了年度

診療報酬支払基金
県国保連合会

開始年度

３　【年度目標】

介護保険事業計画

補助金の有無
介護保険法

関連計画
根拠法令

平成27年3月31日
福祉部 高齢福祉課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率
国：25.0％
県：12.5％

国・県補助
厚生労働省

茨城県

事務事業番号
記入日

62

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 所属部課名

後期基本計
画重点視点―

評価区分

評価外事業

新規・継続 継続
―

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

義務的事業

0

1 11

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

介護予防サービス費の適正な給付

単位

⑤
成果
指標

手
段

２　高齢者福祉

保険給付費

事
業
期
間４　充実した介護を受けられる生活の確保

款 項 細目名

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

要支援認定者

５　事務事業の目的と手段

Ｈ１２ 単年度繰り返し

会計 目
介護予防サービス等諸費

2９年度（目標）

26年度（実績）

1



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

効
率
性
評
価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

資源配分

名称

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
義務的事業

評価外事業
介護予防福祉用具購入事業

根拠法令

３　【年度目標】

・介護予防給付費（償還払い）を負担金として支払う。

介護保険法

介護予防サービス利用者に対し、介護
予防サービス給付費の支給を行う。

予
算
科
目

会計
介護保険特別

関連計画款 項

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

４　充実した介護を受けられる生活の確保
細目名

補助率

2９年度（目標）

【DO】事務事業の実施

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

250

⑤
成果
指標

介護予防サービス費の適正な給付

265258

単位 23年度（実績）

介護予防福祉用具購入費受給件数

負担金　1,000千円

％

１　【事務事業の全体概要及び背景】

人

④
対象
指標

427

28年度（計画）

適正給付率

要支援認定者

0 0

216

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

0

210

0

27年度（計画）

活
動
指
標

26年度（実績）

24年度（実績）

125

25年度（実績）単位

千円

千円

千円

千円

千円

24年度（実績） 25年度（実績）

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

記入日

―

介護予防福祉用具購入費

415

00

28年度（目標）

新規・継続

目

共催者・関係団体

福祉部 高齢福祉課所属部課名

国：25.0％
県：12.5％

保険給付費 介護予防サービス等諸費

小施策

終了年度

Ｈ１２ 単年度繰り返し

実施手法 補助金の有無

―
国・県補助

厚生労働省
茨城県

負担金の有無

継続

133

４　【事業費の内容（決算額）】

件

要支援認定者数

診療報酬支払基金
県国保連合会

介護保険事業計画

129 137

単位
人

５　事務事業の目的と手段

目
的

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

100

453

27年度（目標）

29年度（計画）

273

640

1,030

670

1,061

100

0

1,093

1,030

0

0

0

450

0 1,450

26年度（実績）

0 450

100

23年度（実績）

介護予防福祉用具購入費受給件数

600

成
果
指
標

対
象
指
標

100

件 60 62

223 229

440

0 0

1,061 1,0931,000

0.060

100

700

6664

施策

千円

千円

嘱託臨時

千円

指標区分

％適正給付率

要支援認定者数

地方債

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

千円

千円

0

その他

千円

0

介護予防福祉用具購入事業

事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
総
合
計
画

63
評価区分

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

２　高齢者福祉

人
件
費 他課の協力分

時間外

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

0

0

千円

国庫支出金

県支出金



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【CHECK】事務事業の一次評価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

必
要
性
評
価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

介護予防住宅改修事業

千円

時間外

単位

千円

職員割合

千円

国庫支出金

地方債

その他

0

千円

千円

対
象
指
標

活
動
指
標

人

件

指標区分

0

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分

人
件
費

千円嘱託臨時

千円 0

％適正給付率

介護予防住宅改修費受給件数

要支援認定者数

0

26年度（実績）

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

総
合
計
画

0

目
的

１　【事務事業の全体概要及び背景】

・介護予防給付費（償還払い）を負担金として支払う。

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

7,450 7,718

100 100

28年度（目標）

44

640 670

成
果
指
標

事業費及び指標の推移

3,050

00.060

千円

7,000

事
業
費

財
源
内
訳

県支出金

0

1,470

2,905

0

100

27年度（目標）

0

100

介護予防住宅改修費受給件数

介護予防サービス利用者に対し、介護
予防サービス給付費の支給を行う。

負担金の有無

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

負担金　7,000千円

25年度（実績）

件

実施手法

23年度（実績）

予
算
科
目

24年度（実績）

介護保険特別 介護予防住宅改修事業介護予防住宅改修費

0 0

0 0

600 700

42 46

1,544

0

23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

0

7,3500

100

450

0

0

1,013

2,0261,750 1,838

919

28年度（計画）

1,621

3,203

29年度（計画）

1,929

965

1,702

3,363

共催者・関係団体

終了年度

診療報酬支払基金
県国保連合会

開始年度

３　【年度目標】

介護保険事業計画

補助金の有無
介護保険法

関連計画
根拠法令

平成27年3月31日
福祉部 高齢福祉課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率
国：25.0％
県：12.5％

国・県補助
厚生労働省

茨城県

事務事業番号
記入日

64

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 所属部課名

後期基本計
画重点視点―

評価区分

評価外事業

新規・継続 継続
―

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

義務的事業

450

適正給付率

7,718 8,1037,350

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

介護予防サービス費の適正な給付

単位

⑤
成果
指標

要支援認定者数 人

手
段

％

２　高齢者福祉

保険給付費

事
業
期
間４　充実した介護を受けられる生活の確保

款 項 細目名

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

要支援認定者

５　事務事業の目的と手段

Ｈ１２ 単年度繰り返し

会計 目
介護予防サービス等諸費

2９年度（目標）

26年度（実績）

40

875

8,103



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

効
率
性
評
価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

資源配分

名称

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
義務的事業

評価外事業
介護予防サービス計画給付事業

根拠法令

３　【年度目標】

・国保連からの請求に基づき、現物の介護予防給付費を負
担金として支払う。

介護保険法

介護予防サービス利用者に対し、介護
予防サービス給付費の支給を行う。

予
算
科
目

会計
介護保険特別

関連計画款 項

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

４　充実した介護を受けられる生活の確保
細目名

補助率

2９年度（目標）

【DO】事務事業の実施

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

5,250

⑤
成果
指標

介護予防サービス費の適正な給付

5,5705,408

単位 23年度（実績）

居宅介護予防支援受給件数

負担金　21,000千円

％

１　【事務事業の全体概要及び背景】

人

④
対象
指標

8,976

28年度（計画）

適正給付率

要支援認定者

0 0

4,542

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

0

4,410

0

27年度（計画）

活
動
指
標

26年度（実績）

24年度（実績）

2,625

25年度（実績）単位

千円

千円

千円

千円

千円

24年度（実績） 25年度（実績）

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

記入日

―

介護予防サービス計画給付費

8,715

00

28年度（目標）

新規・継続

目

共催者・関係団体

福祉部 高齢福祉課所属部課名

国：25.0％
県：12.5％

保険給付費 介護予防サービス等諸費

小施策

終了年度

Ｈ１２ 単年度繰り返し

実施手法 補助金の有無

―
国・県補助

厚生労働省
茨城県

負担金の有無

継続

2,785

４　【事業費の内容（決算額）】

件

要支援認定者数

診療報酬支払基金
県国保連合会

介護保険事業計画

2,704 2,868

単位
人

５　事務事業の目的と手段

目
的

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

100

9,523

27年度（目標）

29年度（計画）

5,737

640

21,630

670

22,279

100

0

22,947

21,630

0

0

0

0

0 21,000

26年度（実績）

0 0

100

23年度（実績）

居宅介護予防支援受給件数

600

成
果
指
標

対
象
指
標

100

件 380 390

4,679 4,819

9,246

0 0

22,279 22,94721,000

100

700

410400

施策

千円

千円

嘱託臨時

千円

指標区分

％適正給付率

要支援認定者数

地方債

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

千円

千円

0

その他

千円

0

介護予防サービス計画給付事業

事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
総
合
計
画

65
評価区分

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

２　高齢者福祉

人
件
費 他課の協力分

時間外

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

0

0

千円

国庫支出金

県支出金



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【CHECK】事務事業の一次評価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

必
要
性
評
価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

特例介護予防サービス計画給付事
業

千円

時間外

単位

千円

職員割合

千円

国庫支出金

地方債

その他

0

千円

千円

対
象
指
標

活
動
指
標

指標区分

0

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分

人
件
費

千円嘱託臨時

千円 0

0

26年度（実績）

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

総
合
計
画

0

目
的

１　【事務事業の全体概要及び背景】

・国保連からの請求に基づき、現物の介護予防給付費を負
担金として支払う。

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

1 1

28年度（目標）

成
果
指
標

事業費及び指標の推移

0

千円

1

事
業
費

財
源
内
訳

県支出金

0

1

0

27年度（目標）

0

介護予防サービス利用者に対し、介護
予防サービス給付費の支給を行う。

負担金の有無

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

負担金　1千円

25年度（実績）

実施手法

23年度（実績）

予
算
科
目

24年度（実績）

介護保険特別 特例介護予防サービス計画給付事業特例介護予防サービス計画給付費

0 0

0 0

1

0

23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

0

10

0

0

0

28年度（計画）

1

29年度（計画）

1

共催者・関係団体

終了年度

診療報酬支払基金
県国保連合会

開始年度

３　【年度目標】

介護保険事業計画

補助金の有無
介護保険法

関連計画
根拠法令

平成27年3月31日
福祉部 高齢福祉課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率
国：25.0％
県：12.5％

国・県補助
厚生労働省

茨城県

事務事業番号
記入日

66

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 所属部課名

後期基本計
画重点視点―

評価区分

評価外事業

新規・継続 継続
―

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

義務的事業

0

1 11

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

介護予防サービス費の適正な給付

単位

⑤
成果
指標

手
段

２　高齢者福祉

保険給付費

事
業
期
間４　充実した介護を受けられる生活の確保

款 項 細目名

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

要支援認定者

５　事務事業の目的と手段

Ｈ１２ 単年度繰り返し

会計 目
介護予防サービス等諸費

2９年度（目標）

26年度（実績）

1



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

効
率
性
評
価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

資源配分

名称

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
義務的事業

評価外事業
審査支払手数料事務（介護保険）

根拠法令

３　【年度目標】

・国保連からの請求に基づき、介護給付の審査支払に要し
た手数料を支払う。

介護保険法

国保連合会に対し、介護サービス提供に
係る給付費の支給に伴う、審査支払事務
の手数料を支払う事務。

予
算
科
目

会計
介護保険特別

関連計画款 項

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

４　充実した介護を受けられる生活の確保
細目名

補助率

2９年度（目標）

【DO】事務事業の実施

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

1,381

⑤
成果
指標

国保連合会に対し、審査支払手数料を支出する。

1,6411,505

単位 23年度（実績）

国保連審査件数（年間）

手数料　5,520千円

％

１　【事務事業の全体概要及び背景】

人

④
対象
指標

2,497

28年度（計画）

適正給付率

要介護・要支援認定者

0 0

1,262

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

0

1,158

0

27年度（計画）

活
動
指
標

26年度（実績）

24年度（実績）

690

25年度（実績）単位

千円

千円

千円

千円

千円

24年度（実績） 25年度（実績）

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

記入日

―

審査支払手数料

2,291

00

28年度（目標）

新規・継続

目

共催者・関係団体

福祉部 高齢福祉課所属部課名

国：25.0％
県：12.5％

保険給付費 その他諸費

小施策

終了年度

Ｈ１２ 単年度繰り返し

実施手法 補助金の有無

―
国・県補助

厚生労働省
茨城県

負担金の有無

継続

820

４　【事業費の内容（決算額）】

件

要支援・要介護認定者数

診療報酬支払基金
県国保連合会

介護保険事業計画

752 894

単位
人

５　事務事業の目的と手段

目
的

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

100

2,967

27年度（目標）

29年度（計画）

1,788

3,350

6,017

3,500

6,558

100

0

7,149

6,017

0

0

0

0

0 5,520

26年度（実績）

0 0

100

23年度（実績）

国保連審査件数（年間）

3,200

成
果
指
標

対
象
指
標

100

件 69,000 75,210

1,376 1,500

2,722

0 0

6,558 7,1495,520

100

3,700

89,36081,980

施策

千円

千円

嘱託臨時

千円

指標区分

％適正給付率

要支援・要介護認定者数

地方債

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

千円

千円

0

その他

千円

0

審査支払手数料事業

事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
総
合
計
画

67
評価区分

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

２　高齢者福祉

人
件
費 他課の協力分

時間外

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

0

0

千円

国庫支出金

県支出金



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【CHECK】事務事業の一次評価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

必
要
性
評
価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

高額介護サービス事業

千円

時間外

単位

千円

職員割合

千円

国庫支出金

地方債

その他

0

千円

千円

対
象
指
標

活
動
指
標

人

件

指標区分

0

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分

人
件
費

千円嘱託臨時

千円 0

％適正給付率

高額介護サービス受給件数（年間）

要介護認定者数

0

26年度（実績）

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

総
合
計
画

0

目
的

１　【事務事業の全体概要及び背景】

・介護サービス利用の自己負担が高額となった場合に、一
定額を超えた分を負担金として支払う。

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

86,075 100,038

100 100

28年度（目標）

9,270

2,710 2,830

成
果
指
標

事業費及び指標の推移

38,088

00.250

千円

84,200

事
業
費

財
源
内
訳

県支出金

0

17,682

34,943

0

100

27年度（目標）

0

100

高額介護サービス受給件数（年間）

介護サービス利用者に対し、介護サービ
ス給付費の支給を行う。

負担金の有無

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

負担金　84,200千円

25年度（実績）

件

実施手法

23年度（実績）

予
算
科
目

24年度（実績）

介護保険特別 高額介護サービス事業高額介護サービス費

0 0

0 0

2,600 3,000

8,500 10,100

19,273

0

23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

0

91,7780

100

1,875

0

0

13,630

27,26021,050 22,945

11,472

28年度（計画）

21,008

41,516

29年度（計画）

25,010

12,505

22,899

45,252

共催者・関係団体

終了年度

診療報酬支払基金
県国保連合会

開始年度

３　【年度目標】

介護保険事業計画

補助金の有無
介護保険法

関連計画
根拠法令

平成27年3月31日
福祉部 高齢福祉課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率
国：25.0％
県：12.5％

国・県補助
厚生労働省

茨城県

事務事業番号
記入日

68

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 所属部課名

後期基本計
画重点視点―

評価区分

評価外事業

新規・継続 継続
―

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

義務的事業

1,875

適正給付率

100,038 109,04191,778

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

介護サービス費の適正な給付

単位

⑤
成果
指標

要介護認定者数 人

手
段

％

２　高齢者福祉

保険給付費

事
業
期
間４　充実した介護を受けられる生活の確保

款 項 細目名

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

要介護認定者

５　事務事業の目的と手段

Ｈ１２ 単年度繰り返し

会計 目
高額介護サービス等費

2９年度（目標）

26年度（実績）

7,800

10,525

109,041



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

効
率
性
評
価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

資源配分

名称

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
義務的事業

評価外事業
高額介護予防サービス事業

根拠法令

３　【年度目標】

・介護サービス利用の自己負担が高額となった場合に、一
定額を超えた分を負担金として支払う。

介護保険法

介護予防サービス利用者に対し、介護
予防サービス給付費の支給を行う。

予
算
科
目

会計
介護保険特別

関連計画款 項

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

４　充実した介護を受けられる生活の確保
細目名

補助率

2９年度（目標）

【DO】事務事業の実施

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

77

⑤
成果
指標

介護予防サービス費の適正な給付

8279

単位 23年度（実績）

高額予防サービス受給件数（年間）

負担金　310千円

％

１　【事務事業の全体概要及び背景】

人

④
対象
指標

133

28年度（計画）

適正給付率

要支援認定者

0 0

67

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

0

65

0

27年度（計画）

活
動
指
標

26年度（実績）

24年度（実績）

39

25年度（実績）単位

千円

千円

千円

千円

千円

24年度（実績） 25年度（実績）

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

記入日

―

高額介護予防サービス費

129

00

28年度（目標）

新規・継続

目

共催者・関係団体

福祉部 高齢福祉課所属部課名

国：25.0％
県：12.5％

保険給付費 高額介護サービス等費

小施策

終了年度

Ｈ１２ 単年度繰り返し

実施手法 補助金の有無

―
国・県補助

厚生労働省
茨城県

負担金の有無

継続

41

４　【事業費の内容（決算額）】

件

要支援認定者数

診療報酬支払基金
県国保連合会

介護保険事業計画

40 43

単位
人

５　事務事業の目的と手段

目
的

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

100

141

27年度（目標）

29年度（計画）

84

640

319

670

329

100

0

339

319

0

0

0

1,125

0 1,435

26年度（実績）

0 1,125

100

23年度（実績）

高額予防サービス受給件数（年間）

600

成
果
指
標

対
象
指
標

100

件 120 124

69 71

137

0 0

329 339310

0.150

100

700

131127

施策

千円

千円

嘱託臨時

千円

指標区分

％適正給付率

要支援認定者数

地方債

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

千円

千円

0

その他

千円

0

高額介護予防サービス事業

事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
総
合
計
画

69
評価区分

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

２　高齢者福祉

人
件
費 他課の協力分

時間外

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

0

0

千円

国庫支出金

県支出金



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【CHECK】事務事業の一次評価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

必
要
性
評
価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

高額医療合算介護サービス事業

千円

時間外

単位

千円

職員割合

千円

国庫支出金

地方債

その他

0

千円

千円

対
象
指
標

活
動
指
標

人

件

指標区分

0

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分

人
件
費

千円嘱託臨時

千円 0

％適正給付率

合算介護サービス受給件数（年間）

要介護認定者数

0

26年度（実績）

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

総
合
計
画

0

目
的

１　【事務事業の全体概要及び背景】

・介護保険と医療保険の自己負担の合計が高額となった場
合に、一定額を超えた分を負担金として支払う。

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

10,125 10,693

100 100

28年度（目標）

600

2,710 2,830

成
果
指
標

事業費及び指標の推移

4,071

00.150

千円

9,000

事
業
費

財
源
内
訳

県支出金

0

1,890

3,735

0

100

27年度（目標）

0

100

合算介護サービス受給件数（年間）

介護サービス利用者に対し、介護サービ
ス給付費の支給を行う。

負担金の有無

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

負担金　9,000千円

25年度（実績）

件

実施手法

23年度（実績）

予
算
科
目

24年度（実績）

介護保険特別 高額医療合算介護サービス事業高額医療合算介護サービス費

0 0

0 0

2,600 3,000

550 650

2,060

0

23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

0

9,8100

100

1,125

0

0

1,457

2,9142,250 2,453

1,226

28年度（計画）

2,246

4,438

29年度（計画）

2,673

1,337

2,448

4,837

共催者・関係団体

終了年度

診療報酬支払基金
県国保連合会

開始年度

３　【年度目標】

介護保険事業計画

補助金の有無
介護保険法

関連計画
根拠法令

平成27年3月31日
福祉部 高齢福祉課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率
国：25.0％
県：12.5％

国・県補助
厚生労働省

茨城県

事務事業番号
記入日

70

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 所属部課名

後期基本計
画重点視点―

評価区分

評価外事業

新規・継続 継続
―

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

義務的事業

1,125

適正給付率

10,693 11,6559,810

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

介護サービス費の適正な給付

単位

⑤
成果
指標

要介護認定者数 人

手
段

％

２　高齢者福祉

保険給付費

事
業
期
間４　充実した介護を受けられる生活の確保

款 項 細目名

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

要介護認定者

５　事務事業の目的と手段

Ｈ１２ 単年度繰り返し

会計 目
高額介護サービス等費

2９年度（目標）

26年度（実績）

500

1,125

11,655



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

効
率
性
評
価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

資源配分

名称

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
義務的事業

評価外事業
高額医療合算介護予防サービス事
業

根拠法令

３　【年度目標】

・介護保険と医療保険の自己負担の合計が高額となった場
合に、一定額を超えた分を負担金として支払う。

介護保険法

介護予防サービス利用者に対し、介護
予防サービス給付費の支給を行う。

予
算
科
目

会計
介護保険特別

関連計画款 項

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

４　充実した介護を受けられる生活の確保
細目名

補助率

2９年度（目標）

【DO】事務事業の実施

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

6

⑤
成果
指標

介護予防サービス費の適正な給付

2424

単位 23年度（実績）

合算予防サービス受給件数（年間）

負担金　25千円

％

１　【事務事業の全体概要及び背景】

人

④
対象
指標

40

28年度（計画）

適正給付率

要支援認定者

0 0

24

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

0

6

0

27年度（計画）

活
動
指
標

26年度（実績）

24年度（実績）

3

25年度（実績）単位

千円

千円

千円

千円

千円

24年度（実績） 25年度（実績）

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

記入日

―

高額医療合算介護予防サービス費

10

00

28年度（目標）

新規・継続

目

共催者・関係団体

福祉部 高齢福祉課所属部課名

国：25.0％
県：12.5％

保険給付費 高額介護サービス等費

小施策

終了年度

Ｈ１２ 単年度繰り返し

実施手法 補助金の有無

―
国・県補助

厚生労働省
茨城県

負担金の有無

継続

12

４　【事業費の内容（決算額）】

件

要支援認定者数

診療報酬支払基金
県国保連合会

介護保険事業計画

12 12

単位
人

５　事務事業の目的と手段

目
的

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

100

40

27年度（目標）

29年度（計画）

24

640

100

670

100

100

0

100

100

0

0

0

188

0 213

26年度（実績）

0 188

100

23年度（実績）

合算予防サービス受給件数（年間）

600

成
果
指
標

対
象
指
標

100

件 10 25

24 24

40

0 0

100 10025

0.025

100

700

2525

施策

千円

千円

嘱託臨時

千円

指標区分

％適正給付率

要支援認定者数

地方債

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

千円

千円

0

その他

千円

0

高額医療合算介護予防サービス事業

事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
総
合
計
画

71
評価区分

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

２　高齢者福祉

人
件
費 他課の協力分

時間外

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

0

0

千円

国庫支出金

県支出金



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【CHECK】事務事業の一次評価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

必
要
性
評
価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

特定入所者介護サービス事業

千円

時間外

単位

千円

職員割合

千円

国庫支出金

地方債

その他

0

千円

千円

対
象
指
標

件

活
動
指
標

人

件

指標区分

0

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分

人
件
費

千円嘱託臨時

千円 0

％適正給付率

特定入所者受給件数（食費・年間）

特定入所者受給件数（居住費・年間）

要介護認定者数

0

26年度（実績）

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

総
合
計
画

0

目
的

１　【事務事業の全体概要及び背景】

・国保連からの請求に基づき、現物の介護給付費を負担金
として支払う。
所得が低い者に対する、施設サービス利用時の食費・居住
費の所得に応じた自己負担の上限を超えた分の給付。

特定入所者受給件数（居住費・年間）
介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

210,000 249,501

100 100

28年度（目標）

7,130

2,740

2,710 2,830

成
果
指
標

事業費及び指標の推移

94,994

0

千円

210,000

事
業
費

財
源
内
訳

県支出金

0

44,100

87,150

0

100

27年度（目標）

0

100

特定入所者受給件数（食費・年間）

介護サービス利用者に対し、介護サービ
ス給付費の支給を行う。

負担金の有無

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

負担金　210,000千円

25年度（実績）

件

実施手法

23年度（実績）

予
算
科
目

24年度（実績）

介護保険特別 特定入所者介護サービス事業特定入所者介護サービス費

2,510

0 0

0 0

2,600 3,000

6,540

2,990

7,770

48,069

0

23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

0

228,9000

100

0

0

0

47,592

54,39142,000 45,780

40,058

28年度（計画）

52,395

103,543

29年度（計画）

49,900

43,663

57,111

112,862

共催者・関係団体

終了年度

診療報酬支払基金
県国保連合会

開始年度

３　【年度目標】

介護保険事業計画

補助金の有無
介護保険法

関連計画
根拠法令

平成27年3月31日
福祉部 高齢福祉課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率
国：20.0％
県：17.5％

国・県補助
厚生労働省

茨城県

事務事業番号
記入日

72

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 所属部課名

後期基本計
画重点視点―

評価区分

評価外事業

新規・継続 継続
―

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

義務的事業

0

適正給付率

249,501 271,956228,900

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

介護サービス費の適正な給付

単位

⑤
成果
指標

要介護認定者数

件

人

手
段

％

２　高齢者福祉

保険給付費

事
業
期
間４　充実した介護を受けられる生活の確保

款 項 細目名

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

要介護認定者

５　事務事業の目的と手段

Ｈ１２ 単年度繰り返し

会計 目
特定入所者介護サービス等費

2９年度（目標）

26年度（実績）

2,300

6,000

36,750

271,956



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

効
率
性
評
価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

資源配分

名称

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
義務的事業

評価外事業
特例特定入所者介護サービス事業

根拠法令

３　【年度目標】

・国保連からの請求に基づき、現物の介護給付費を負担金
として支払う。
所得が低い者に対する、施設サービス利用時の食費・居住
費の所得に応じた自己負担の上限を超えた分の給付。

介護保険法

介護サービス利用者に対し、介護サービ
ス給付費の支給を行う。

予
算
科
目

会計
介護保険特別

関連計画款 項

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

４　充実した介護を受けられる生活の確保
細目名

補助率

2９年度（目標）

【DO】事務事業の実施

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

⑤
成果
指標

介護サービス費の適正な給付

単位 23年度（実績）

負担金　1千円

１　【事務事業の全体概要及び背景】

④
対象
指標

28年度（計画）

要介護認定者

0 0

1

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

0

1

0

27年度（計画）

活
動
指
標

26年度（実績）

24年度（実績） 25年度（実績）単位

千円

千円

千円

千円

千円

24年度（実績） 25年度（実績）

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

記入日

―

特例特定入所者介護サービス費

00

28年度（目標）

新規・継続

目

共催者・関係団体

福祉部 高齢福祉課所属部課名

国：20.0％
県：17.5％

保険給付費 特定入所者介護サービス等費

小施策

終了年度

Ｈ１２ 単年度繰り返し

実施手法 補助金の有無

―
国・県補助

厚生労働省
茨城県

負担金の有無

継続

４　【事業費の内容（決算額）】

診療報酬支払基金
県国保連合会

介護保険事業計画

単位５　事務事業の目的と手段

目
的

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

27年度（目標）

29年度（計画）

1 1

0

1

1

0

0

0

0

0 1

26年度（実績）

0 0

23年度（実績）

成
果
指
標

対
象
指
標

1 1

0 0

1 11

施策

千円

千円

嘱託臨時

千円

指標区分

地方債

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

千円

千円

0

その他

千円

0

特例特定入所者介護サービス事業

事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
総
合
計
画

73
評価区分

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

２　高齢者福祉

人
件
費 他課の協力分

時間外

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

0

0

千円

国庫支出金

県支出金



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【CHECK】事務事業の一次評価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

必
要
性
評
価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

特定入所者介護予防サービス事業

千円

時間外

単位

千円

職員割合

千円

国庫支出金

地方債

その他

0

千円

千円

対
象
指
標

件

活
動
指
標

人

件

指標区分

0

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分

人
件
費

千円嘱託臨時

千円 0

％適正給付率

特定入所者受給件数（食費・年間）

特定入所者受給件数（居住費・年間）

要支援認定者数

0

26年度（実績）

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

総
合
計
画

0

目
的

１　【事務事業の全体概要及び背景】

・国保連からの請求に基づき、現物の介護給付費を負担金
として支払う。
所得が低い者に対する、施設サービス利用時の食費・居住
費の所得に応じた自己負担の上限を超えた分の給付。

特定入所者受給件数（居住費・年間）
介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

20 40

100 100

28年度（目標）

10

5

640 670

成
果
指
標

事業費及び指標の推移

14

0

千円

20

事
業
費

財
源
内
訳

県支出金

0

6

7

0

100

27年度（目標）

0

100

特定入所者受給件数（食費・年間）

介護予防サービス利用者に対し、介護
予防サービス給付費の支給を行う。

負担金の有無

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

負担金　20千円

25年度（実績）

件

実施手法

23年度（実績）

予
算
科
目

24年度（実績）

介護保険特別 特定入所者介護予防サービス事業特定入所者介護予防サービス費

5

0 0

0 0

600 700

10

5

10

12

0

23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

0

400

100

0

0

0

6

84 8

6

28年度（計画）

12

14

29年度（計画）

8

6

12

14

共催者・関係団体

終了年度

診療報酬支払基金
県国保連合会

開始年度

３　【年度目標】

介護保険事業計画

補助金の有無
介護保険法

関連計画
根拠法令

平成27年3月31日
福祉部 高齢福祉課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率
国：20.0％
県：17.5％

国・県補助
厚生労働省

茨城県

事務事業番号
記入日

74

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 所属部課名

後期基本計
画重点視点―

評価区分

評価外事業

新規・継続 継続
―

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

義務的事業

0

適正給付率

40 4040

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

介護予防サービス費の適正な給付

単位

⑤
成果
指標

要支援認定者数

件

人

手
段

％

２　高齢者福祉

保険給付費

事
業
期
間４　充実した介護を受けられる生活の確保

款 項 細目名

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

要支援認定者

５　事務事業の目的と手段

Ｈ１２ 単年度繰り返し

会計 目
特定入所者介護サービス等費

2９年度（目標）

26年度（実績）

2

5

3

40



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

効
率
性
評
価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

資源配分

名称

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
義務的事業

評価外事業
特例特定入所者介護予防サービス
事業

根拠法令

３　【年度目標】

・国保連からの請求に基づき、現物の介護給付費を負担金
として支払う。
所得が低い者に対する、施設サービス利用時の食費・居住
費の所得に応じた自己負担の上限を超えた分の給付。

介護保険法

介護予防サービス利用者に対し、介護
予防サービス給付費の支給を行う。

予
算
科
目

会計
介護保険特別

関連計画款 項

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

４　充実した介護を受けられる生活の確保
細目名

補助率

2９年度（目標）

【DO】事務事業の実施

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

⑤
成果
指標

介護予防サービス費の適正な給付

単位 23年度（実績）

負担金　1千円

１　【事務事業の全体概要及び背景】

④
対象
指標

28年度（計画）

要支援認定者

0 0

1

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

0

1

0

27年度（計画）

活
動
指
標

26年度（実績）

24年度（実績） 25年度（実績）単位

千円

千円

千円

千円

千円

24年度（実績） 25年度（実績）

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

記入日

―

特例特定入所者介護予防サービス費

00

28年度（目標）

新規・継続

目

共催者・関係団体

福祉部 高齢福祉課所属部課名

国：20.0％
県：17.5％

保険給付費 特定入所者介護サービス等費

小施策

終了年度

Ｈ１２ 単年度繰り返し

実施手法 補助金の有無

―
国・県補助

厚生労働省
茨城県

負担金の有無

継続

４　【事業費の内容（決算額）】

診療報酬支払基金
県国保連合会

介護保険事業計画

単位５　事務事業の目的と手段

目
的

介護サービスを必要とする人へ、適切なサービスを提
供する。

27年度（目標）

29年度（計画）

1 1

0

1

1

0

0

0

0

0 1

26年度（実績）

0 0

23年度（実績）

成
果
指
標

対
象
指
標

1 1

0 0

1 11

施策

千円

千円

嘱託臨時

千円

指標区分

地方債

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

千円

千円

0

その他

千円

0

特例特定入所者介護予防サービス事業

事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
総
合
計
画

75
評価区分

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

２　高齢者福祉

人
件
費 他課の協力分

時間外

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

0

0

千円

国庫支出金

県支出金



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【CHECK】事務事業の一次評価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

必
要
性
評
価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

財政安定化基金拠出金事務

千円

時間外

単位

千円

職員割合

千円

国庫支出金

地方債

その他

0

千円

千円

対
象
指
標

活
動
指
標

本

円

指標区分

0

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分

人
件
費

千円嘱託臨時

千円 0

円積立額

借入れ額

基金数

0

26年度（実績）

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

総
合
計
画

0

目
的

１　【事務事業の全体概要及び背景】

必要に応じ、県の財政安定化基金に拠出する。

県の基金に拠出金を積み立て、介護保険財政の安
定を図るために活用する。

1 1

0 0

28年度（目標）

0

1 1

成
果
指
標

事業費及び指標の推移

0

千円

1

事
業
費

財
源
内
訳

県支出金

0

1

0

0

27年度（目標）

0

0

借入れ額

―

介護保険法の規定に基づき、都道府
県に造成する基金に、国・都道府県・
市町村が折半拠出し、介護保険財政
の安定を図る。

負担金の有無

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

負担金　1千円

25年度（実績）

円

実施手法

23年度（実績）

予
算
科
目

24年度（実績）

介護保険特別 財政安定化基金拠出金事業財政安定化基金拠出金

0 0

0 0

1 1

0 0

1

0

23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

0

10

0

0

0

28年度（計画）

1

29年度（計画）

1

共催者・関係団体

終了年度

厚生労働省
茨城県

開始年度

３　【年度目標】

介護保険事業計画

補助金の有無
直営 ―

介護保険法
関連計画
根拠法令

平成27年3月31日
福祉部 高齢福祉課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

市単独

事務事業番号
記入日

76

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 所属部課名

後期基本計
画重点視点―

評価区分

評価外事業

新規・継続 継続
―

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

義務的事業

0

積立額

1 11

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

拠出金を支出し、県の基金に積み立てる。

単位

⑤
成果
指標

基金数 本

手
段

円

２　高齢者福祉

財政安定化基金拠出金

事
業
期
間４　充実した介護を受けられる生活の確保

款 項 細目名

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

介護保険財政安定化基金

５　事務事業の目的と手段

Ｈ１２ 単年度繰り返し

会計 目
財政安定化基金拠出金

2９年度（目標）

26年度（実績）

0

1



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

効
率
性
評
価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

資源配分

名称

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

サービス事業者振興事業

千円

時間外

単位

千円

職員割合

千円

国庫支出金

地方債

その他

0

千円

千円

対
象
指
標

活
動
指
標

か所

回

指標区分

0

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分

人
件
費

千円嘱託臨時

千円 0

回会議開催回数

会議開催回数

介護サービス事業所数

0

26年度（実績）

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

総
合
計
画

0

目
的

１　【事務事業の全体概要及び背景】

介護サービス事業者の連携を図るため、連絡会議を開催す
る。

介護サービスを提供する事業者と保険者である笠間
市がお互いに情報交換を行い、連携を密にすること
によって、利用者によりよいサービスが提供できるよう
にし、ひいては介護保険の円滑な推進に資する。

237 60

1 1

28年度（目標）

1

110 115

成
果
指
標

事業費及び指標の推移

10

00.030

千円

12

事
業
費

財
源
内
訳

県支出金

0

3

2

0

1

27年度（目標）

0

1

会議開催回数

介護サービスを提供する事業者と保
険者である笠間市がお互いに情報
交換を行い、連携を密にすることに
よって、利用者によりよいサービスが
提供できるようにし、ひいては介護保
険の円滑な推進に資する。

負担金の有無

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

需用費　12千円

25年度（実績）

回

実施手法

23年度（実績）

予
算
科
目

24年度（実績）

介護保険特別 サービス事業者振興事業任意事業費

0 0

0 0

100 120

1 1

15

0

23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

0

600

225

0

0

10

255 25

10

28年度（計画）

15

10

29年度（計画）

25

10

15

10

共催者・関係団体

終了年度開始年度

３　【年度目標】

介護保険事業計画

補助金の有無
介護保険法

関連計画
根拠法令

平成27年3月31日
福祉部 高齢福祉課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率
国：39.5％
県：19.75％

国・県補助
厚生労働省

茨城県

事務事業番号
記入日

77

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 所属部課名

後期基本計
画重点視点―

評価区分

評価外事業

新規・継続 継続
―

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

義務的事業

225

会議開催回数

60 6060

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

介護サービス事業者の連携を図るため、連絡会議を
開催する。

単位

⑤
成果
指標

介護サービス事業所数 か所

手
段

回

２　高齢者福祉

地域支援事業費

事
業
期
間４　充実した介護を受けられる生活の確保

款 項 細目名

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

市内介護サービス事業所

５　事務事業の目的と手段

Ｈ１２ 単年度繰り返し

会計 目
包括的支援事業・任意事業費

2９年度（目標）

26年度（実績）

1

2

60



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

効
率
性
評
価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

資源配分

名称

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
義務的事業

評価外事業
介護給付費準備基金事業

根拠法令

３　【年度目標】

介護給付費準備基金の利子及び介護保険特別会計の前
年度余剰金を基金として積み立て、次年度以降の介護給付
費の支払に備える。

介護保険法

介護保険の介護報酬の支払の円滑
化及び介護事業の充実強化を図り、
財政の健全な運営に資する。

予
算
科
目

会計
介護保険特別

関連計画款 項

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

４　充実した介護を受けられる生活の確保
細目名

補助率

2９年度（目標）

【DO】事務事業の実施

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

取崩し額

⑤
成果
指標

介護保険特別会計の前年度余剰金を基金として積み
立て、次年度以降の介護給付費の支払に備える。

単位 23年度（実績）

基金残高

積立金　545千円

円

１　【事務事業の全体概要及び背景】

本

④
対象
指標

150

28年度（計画）

積立額

介護保険事業の財政基盤

0 0

70,000

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

0

259

0

27年度（計画）

活
動
指
標

26年度（実績）

24年度（実績）

取崩し額

25年度（実績）単位

千円

千円

千円

千円

千円

24年度（実績） 25年度（実績）

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

記入日

―

介護給付費準備基金積立金

286

00

28年度（目標）

新規・継続

目

共催者・関係団体

福祉部 高齢福祉課所属部課名

基金積立金 基金積立金

小施策

終了年度

Ｈ１２ 単年度繰り返し

実施手法 補助金の有無

―
市単独

負担金の有無

継続

４　【事業費の内容（決算額）】

円

要支援・要介護認定者数
基金数

介護保険事業計画

人

単位
本

円

５　事務事業の目的と手段

目
的

介護保険の介護報酬の支払の円滑化及び介護事業
の充実強化を図り、財政の健全な運営に資する。

30,200,000

250

27年度（目標）

29年度（計画）

12,184,000

1

70,150

1

30,200

70,150,000

0

250

70,150

0

0

0

38

97,821,000

0 583

26年度（実績）

0 38

29,545,744

23年度（実績）

基金残高

1

成
果
指
標

対
象
指
標

545,000

円 194,344,503291,620,503

3,200

264,494,503

30,000

200

0 0

30,200 250545

0.005

250,000

3,350 3,700

1

164,944,503294,694,503

3,500

130,000,000

施策

千円

千円

嘱託臨時

千円

指標区分

円

円

要支援・要介護認定者数 人

積立額

基金数

地方債

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

千円

千円

0

その他

千円

0

介護給付費準備基金積立金

事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
総
合
計
画

78
評価区分

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

２　高齢者福祉

人
件
費 他課の協力分

時間外

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

0

0

千円

国庫支出金

県支出金



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【CHECK】事務事業の一次評価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

必
要
性
評
価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

第１号被保険者保険料還付金事業

千円

時間外

単位

千円

職員割合

千円

国庫支出金

地方債

その他

0

千円

千円

対
象
指
標

活
動
指
標

人

件

指標区分

0

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分

人
件
費

千円嘱託臨時

千円 0

件還付件数

還付金額

1号被保険者数

0

26年度（実績）

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

総
合
計
画

0

目
的

１　【事務事業の全体概要及び背景】

過年度分の過誤納金を還付する。

介護保険料の適正な収納に努める。

2,675 800

80 80

28年度（目標）

800,000

20,390 21,655 22,220

成
果
指
標

事業費及び指標の推移

00.250

千円

800

事
業
費

財
源
内
訳

県支出金

0

800

0

80

27年度（目標）

0

80

還付金額

―

介護保険料の適正な収納に努める。

負担金の有無

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

償還金、利子及び割引料
800千円

25年度（実績）

件

実施手法

23年度（実績）

予
算
科
目

24年度（実績）

介護保険特別 第１号被保険者保険料還付金事業第１号被保険者保険料還付金

0 0

0 0

21,055 22,652

800,000 800,000

800

0

23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

0

8000

65

1,875

0

0

28年度（計画）

800

29年度（計画）

800

共催者・関係団体

終了年度開始年度

３　【年度目標】

介護保険事業計画

補助金の有無
直営 ―

介護保険法
関連計画
根拠法令

平成27年3月31日
福祉部 高齢福祉課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

市単独

事務事業番号
記入日

79

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 所属部課名

後期基本計
画重点視点―

評価区分

評価外事業

新規・継続 継続
―

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

義務的事業

1,875

還付件数

800 800800

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

過年度分の過誤納金を還付する。

単位

⑤
成果
指標

1号被保険者数 人

手
段

件

２　高齢者福祉

諸支出金

事
業
期
間４　充実した介護を受けられる生活の確保

款 項 細目名

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

第１号被保険者

５　事務事業の目的と手段

Ｈ１２ 単年度繰り返し

会計 目
償還金及び還付加算金

2９年度（目標）

26年度（実績）

800,000489,940

800



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

効
率
性
評
価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

資源配分

名称

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
義務的事業

評価外事業
償還金事業（介護保険）

根拠法令

３　【年度目標】

前年度精算により、国・県・支払基金への返還分を支出す
る。

介護保険法

介護保険特別会計の前年度精算に
伴う返還

予
算
科
目

会計
介護保険特別

関連計画款 項

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

４　充実した介護を受けられる生活の確保
細目名

補助率

2９年度（目標）

【DO】事務事業の実施

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

⑤
成果
指標

前年度精算により、国・県・支払基金への返還分を支
出する。

単位 23年度（実績）

償還金　1千円

１　【事務事業の全体概要及び背景】

④
対象
指標

28年度（計画）

国・県・支払基金

0 0

1

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

0

1

0

27年度（計画）

活
動
指
標

26年度（実績）

24年度（実績） 25年度（実績）単位

千円

千円

千円

千円

千円

24年度（実績） 25年度（実績）

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

記入日

―

償還金

00

28年度（目標）

新規・継続

目

共催者・関係団体

福祉部 高齢福祉課所属部課名

諸支出金 償還金及び還付加算金

小施策

終了年度

Ｈ１２ 単年度繰り返し

実施手法 補助金の有無

―
市単独

負担金の有無

継続

４　【事業費の内容（決算額）】

介護保険事業計画

単位５　事務事業の目的と手段

目
的

介護保険特別会計の前年度精算に伴う返還

27年度（目標）

29年度（計画）

1 1

0

1

1

0

0

0

113

0 114

26年度（実績）

0 113

23年度（実績）

成
果
指
標

対
象
指
標

1 1

0 0

1 11

0.015

施策

千円

千円

嘱託臨時

千円

指標区分

地方債

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

千円

千円

0

その他

千円

0

償還金事業

事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
総
合
計
画

80
評価区分

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

２　高齢者福祉

人
件
費 他課の協力分

時間外

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

0

0

千円

国庫支出金

県支出金



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【CHECK】事務事業の一次評価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

必
要
性
評
価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
義務的事業

評価外事業
第１号被保険者保険料還付加算金
事務

根拠法令

３　【年度目標】

過誤納金の内容により、還付加算金が発生するものについ
て支出する。

介護保険法

介護保険料の適正な収納に努める。

予
算
科
目

会計
介護保険特別

関連計画款 項

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

４　充実した介護を受けられる生活の確保
細目名

補助率

2９年度（目標）

【DO】事務事業の実施

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

⑤
成果
指標

過誤納金の内容により、還付加算金が発生するもの
について支出する。

単位 23年度（実績）

加算額

第1号被保険者還付加算金
1千円

件

１　【事務事業の全体概要及び背景】

20,390人

④
対象
指標

28年度（計画）

加算件数

第１号被保険者

0 0

100

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

0

1

0

27年度（計画）

活
動
指
標

26年度（実績）

24年度（実績） 25年度（実績）単位

千円

千円

千円

千円

千円

24年度（実績） 25年度（実績）

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

記入日

―

第１号被保険者保険料還付加算金

00

28年度（目標）

新規・継続

目

共催者・関係団体

福祉部 高齢福祉課所属部課名

諸支出金 償還金及び還付加算金

小施策

終了年度

Ｈ１２ 単年度繰り返し

実施手法 補助金の有無

―
市単独

負担金の有無

継続

４　【事業費の内容（決算額）】

円

1号被保険者数

介護保険事業計画

単位
人

５　事務事業の目的と手段

目
的

介護保険料の適正な収納に努める。

10

27年度（目標）

29年度（計画）

21,655

100

22,220

100

10

0

100

100

0

0

0

75

0 76

26年度（実績）

0 75

23年度（実績）

加算額

21,055

成
果
指
標

対
象
指
標

1

円 1,000 100,000

100 100

0 0

100 1001

0.010

10

22,652

100,000100,000

施策

千円

千円

嘱託臨時

千円

指標区分

件加算件数

1号被保険者数

地方債

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

千円

千円

0

その他

千円

0

第１号被保険者保険料還付金事業

事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
総
合
計
画

81
評価区分

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

２　高齢者福祉

人
件
費 他課の協力分

時間外

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

0

0

千円

国庫支出金

県支出金



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【CHECK】事務事業の一次評価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

必
要
性
評
価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

延滞金事務（介護保険）

千円

時間外

単位

千円

職員割合

千円

国庫支出金

地方債

その他

0

千円

千円

対
象
指
標

活
動
指
標

指標区分

0

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分

人
件
費

千円嘱託臨時

千円 0

0

26年度（実績）

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

総
合
計
画

0

目
的

１　【事務事業の全体概要及び背景】

延滞金が発生した場合、国保連合会に支払う。

介護給付費の支払が遅延した場合、延滞金を支払
う。

1 1

28年度（目標）

成
果
指
標

事業費及び指標の推移

0

千円

1

事
業
費

財
源
内
訳

県支出金

0

1

0

27年度（目標）

0

介護給付費の支払が遅延した場合、
延滞金を支払う。

負担金の有無

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

延滞金　1千円

25年度（実績）

実施手法

23年度（実績）

予
算
科
目

24年度（実績）

介護保険特別 延滞金延滞金

0 0

0 0

1

0

23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

0

10

0

0

0

28年度（計画）

1

29年度（計画）

1

共催者・関係団体

終了年度開始年度

３　【年度目標】

介護保険事業計画

補助金の有無
介護保険法

関連計画
根拠法令

平成27年3月31日
福祉部 高齢福祉課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

市単独

事務事業番号
記入日

82

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 所属部課名

後期基本計
画重点視点―

評価区分

評価外事業

新規・継続 継続
―

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

義務的事業

0

1 11

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

延滞金が発生した場合、国保連合会に支払う。

単位

⑤
成果
指標

手
段

２　高齢者福祉

諸支出金

事
業
期
間４　充実した介護を受けられる生活の確保

款 項 細目名

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

国保連合会

５　事務事業の目的と手段

Ｈ１２ 単年度繰り返し

会計 目
延滞金

2９年度（目標）

26年度（実績）

1



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

効
率
性
評
価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

資源配分

名称

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

予備費管理事務（介護保険）

千円

時間外

単位

千円

職員割合

千円

国庫支出金

地方債

その他

0

千円

千円

対
象
指
標

活
動
指
標

指標区分

0

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分

人
件
費

千円嘱託臨時

千円 0

0

26年度（実績）

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

総
合
計
画

0

目
的

１　【事務事業の全体概要及び背景】

不測の事態により、歳出予算額に不足が生じた場合、予備
費を充当し支出する。

介護保険特別会計における不測の支出に備える。

1,000 1,000

28年度（目標）

成
果
指
標

事業費及び指標の推移

0

千円

1,000

事
業
費

財
源
内
訳

県支出金

0

1,000

0

27年度（目標）

0

―

介護保険特別会計における不測の
支出に備える。

負担金の有無

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

予備費　1,000千円

25年度（実績）

実施手法

23年度（実績）

予
算
科
目

24年度（実績）

介護保険特別 予備費予備費

0 0

0 0

1,000

0

23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（実績）

0

1,0000

0

0

0

28年度（計画）

1,000

29年度（計画）

1,000

共催者・関係団体

終了年度開始年度

３　【年度目標】

介護保険事業計画

補助金の有無
直営 ―

介護保険法
関連計画
根拠法令

平成27年3月31日
福祉部 高齢福祉課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

市単独

事務事業番号
記入日
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実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 所属部課名

後期基本計
画重点視点―

評価区分

評価外事業

新規・継続 継続
―

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

義務的事業

0

1,000 1,0001,000

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

不測の事態により、歳出予算額に不足が生じた場
合、予備費を充当し支出する。

単位

⑤
成果
指標

手
段

２　高齢者福祉

予備費

事
業
期
間４　充実した介護を受けられる生活の確保

款 項 細目名

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

５　事務事業の目的と手段

Ｈ１２ 単年度繰り返し

会計 目
予備費

2９年度（目標）

26年度（実績）

1,000



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

効
率
性
評
価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

資源配分

名称

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
義務的事業

評価外事業
一般会計繰出金事務（介護サービ
ス）

根拠法令

３　【年度目標】
前年度余剰金を一般会計に繰り入れる。介護サービス事業特別会計の前年

度余剰金を一般会計に繰入れる。

予
算
科
目

会計
介護サービス事業特別会計

関連計画款 項

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

４　充実した介護を受けられる生活の確保
細目名

補助率

2９年度（目標）

【DO】事務事業の実施

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

⑤
成果
指標

前年度余剰金を一般会計に繰り入れる。

単位 23年度（実績）

１　【事務事業の全体概要及び背景】

④
対象
指標

28年度（計画）

0 0

1

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

0

4,741

0

27年度（計画）

活
動
指
標

26年度（実績）

24年度（実績） 25年度（実績）単位

千円

千円

千円

千円

千円

24年度（実績） 25年度（実績）

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

記入日

―

一般会計繰出金

00

28年度（目標）

新規・継続

目

共催者・関係団体

福祉部 高齢福祉課所属部課名

諸支出金 繰出金

小施策

終了年度

平成１８年度

実施手法 補助金の有無

―

負担金の有無

継続

４　【事業費の内容（決算額）】

単位５　事務事業の目的と手段

目
的

介護サービス事業特別会計余剰金を一般会計に繰り
入れる。

27年度（目標）

29年度（計画）

1 1

0

1

1

0

0

0

38

0 4,779

26年度（実績）

0 38

23年度（実績）

成
果
指
標

対
象
指
標

1 1

0 0

1 14,741

0.01

施策

千円

千円

嘱託臨時

千円

指標区分

地方債

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

千円

千円

0

その他

千円

0

一般会計繰出金

事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
総
合
計
画

84
評価区分

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

２　高齢者福祉

人
件
費 他課の協力分

時間外

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

0

0

千円

国庫支出金

県支出金



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【CHECK】事務事業の一次評価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

必
要
性
評
価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
義務的事業

評価外事業
予備費管理事務（介護サービス）

根拠法令

３　【年度目標】

予算額を超えた分を予備費から支払う。介護予防サービス計画事業の委託
料等、歳出超過に備える。

予
算
科
目

会計
介護サービス事業特別会計

関連計画款 項

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画

同上 同上 同上

４　充実した介護を受けられる生活の確保
細目名

補助率

１　【事務事業の全体概要及び背景】

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

記入日

―

予備費

新規・継続

目

共催者・関係団体

福祉部 高齢福祉課所属部課名

予備費 予備費

小施策

終了年度

平成18年度

実施手法 補助金の有無

―

負担金の有無

４　【事業費の内容（決算額）】

施策

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

予備費

事
業
期
間

開始年度小政策
総
合
計
画

85
評価区分

２　高齢者福祉

人

介護予防サービス計画事業の委託
料等、歳出超過に備える。

同上 同上 同上

2９年度（目標）

【DO】事務事業の実施

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

⑤
成果
指標

委託料等、予算額を超えた分を予備費から支払う。

単位 23年度（実績）

④
対象
指標

28年度（計画）

0 0

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

0

0

0

27年度（計画）

活
動
指
標

26年度（実績）

24年度（実績） 25年度（実績）単位

千円

千円

千円

千円

千円

24年度（実績） 25年度（実績）

00

28年度（目標）

単位５　事務事業の目的と手段

目
的

介護予防サービス計画事業の委託料等、歳出超過に
備える。

27年度（目標）

29年度（計画）

0 0

0

0

0

0

0

0

38

0 38

26年度（実績）

0 38

23年度（実績）

成
果
指
標

対
象
指
標

0 0

0 00

0.01

千円

千円

嘱託臨時

千円

指標区分

地方債

千円

千円

0

その他

千円

0

事業費及び指標の推移

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

人
件
費 他課の協力分

時間外

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

0

0

千円

国庫支出金

県支出金



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

   　適切

   　適切

   　適切

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【CHECK】事務事業の一次評価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

必
要
性
評
価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）


